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In Japan, some of the career education in high school has been promoted so that more 
young people will remain in the region. However, few researches have been done on its 
effects. That is the reason why this paper reviewed studies on it. The author used the 
databases “J-STAGE” and “CiNii Articles,” from which twenty-six related articles were 
extracted. This paper divided the articles into two categories according to whether the 
effects were measured before students’ graduation or after, and classified the articles. 
The main findings were as follows: (1) Most of the studies were focusing on the effects 
“before” students graduated from their high schools, and few studies were looking at 
the effects “after” their graduation. (2) Most of the effects “after” graduation were 
analyzed quantitatively. (3) In most of the studies analyzed in this paper, it was 
uncertain whether the effects were truly caused by the career education itself.  
Thus it is suggested that a more sophisticated study design is needed to inspect the 
effects of career education and that more analyses of survey data should be done related 











                                                                                            














場し，その必要性が提唱されたのは，1999 年 12 月，中央教育審議会による「初等教育と
高等教育との接続の改善について（答申）」においてである。その後，「キャリア教育」と
いう言葉の定義が曖昧であること，学校や地域によって取組に偏りが生じていることから，















































え，両者の関係を「育成する力」と「教育活動」の観点で整理すると表 1 のとおりである。 
 
表 1 「キャリア教育」と「職業教育」の関係 



























J-STAGE の検索では，キーワードを 4 つまでしか組み合わせることができない。その点，
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 （39） （38） 3 392 38
4 
本研究では，以上 2 つの検索サイトを活用し，J-STAGE では査読付きの学術論文を検
索し，CiNii ではそれを補う形で検索をした。ここでは発行年が 2018 年までの論文をレビ
ュー対象とする。 
 





(2) (キャリア教育 OR 職業教育) AND (効果 OR 影響) AND (高校 OR 高等学校) 
 CiNii Articles 検索で，高校で実施されるキャリア教育が生徒にどのような影響を
与えるのか，その効果を検証した文献を検索するため，発行年を「2018 年」までに絞
った上で，上記のキーワードで検索を行った【パターン 1】。 
 当初，「キャリア教育」「高校 OR 高校生」「効果 OR 影響」というキーワードを組




業教育」が同義として扱われているものも少なくないことから，この 2 つを OR 検索
で設定した。 
 
(3) (キャリア教育 OR 職業教育) AND (効果 OR 影響) AND (高校 OR 高等学校) AND 
(就職 OR 就業) 
 (2)の検索結果によると，卒業後の就業状況ないし就職に与える影響に関する論文は
多くヒットしないことがわかった。卒業後の就業状況に与える影響に焦点を絞るため，



















ものが 53 件，②キャリア教育の効果・影響を分析していないものが 115 件，③キャリア
5 
教育の対象が高校生ではないものが 43 件であった。したがって，上記①〜③の基準を満
たす論文として抽出されたものは，合計 11 件である。 
 
（2）CiNii Article での検索結果 
 
【パターン 1】で検索した結果，126 件が抽出された。①学術論文形式でないものが 39
件，②キャリア教育の効果・影響を分析していないものが 47 件，③キャリア教育の対象
が高校生ではないものが 23 件であった。したがって，上記①〜③の基準を満たす論文と
して抽出されたものは，合計 17 件である。 






  以上より，J-STAGE と CiNii の検索結果から抽出された論文は合計 28 件である。この






3 件の論文の参考文献から連鎖探索を行い，新たに 1 件の論文を追加した。結果，最終的



















 キャリア教育の内容別に論文数を整理したものが表 2 である。キャリア教育の内容を大
きく 5 系統に分類した。すなわち，インターンシップ（職場体験）や職業教育は「職業教
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 表 2 をみると，インターンシップ（職場体験）を分析対象とするものが多いことがわか





表 2 キャリア教育の内容別論文数 




2004, 2010, 2012, 2013, 
2015, 2016, 2018 
職業教育 2 2010, 2016 
教科目系(7) 
家庭科 1 2018 
総合的な学習の時間 *4 2013, 2015, 2016 
産業社会と人間 2 2003, 2005 
高大接続系(5) 
高大連携授業 2 2012, 2017 
大学の出前講義 3 2015 
進路指導系(3) 進路指導・進路学習 *3 2002, 2010, 2015 




 キャリア教育の効果として分析されているものに着目して整理したものが表 3 である。
キャリア教育の効果は，大きく次の 6 つに分類することができた。1 つ目は「能力」，2 つ
目は「学習意欲」，3 つ目は「自己理解」，4 つ目は「キャリア意識」，5 つ目は「職業観」，








ここに含まれる。5 つ目の「職業観」は，主に働くことに対する意識である。そして 6 つ
目の「進路選択」は，高校卒業後の進路（就職や進学）の選択に関することである。 
 上記の 6 つの効果 1 つに対して 1 つの研究がなされるよりも，複数の効果を同時に検証
している研究が多いことから，表 3 の論文数には重複して数を記載している。そのため，
総数が 23 件を大幅に超えている。表 3 をみると，キャリア教育の効果として最も多く分
析されているものは，「能力」である。以下，「学習意欲」「自己理解」「キャリア意識」「職
業観・勤労観」については同程度取り上げられていることがわかる。一方，「進路選択」に
ついては 2010 年を最後に抽出された論文はない。 
 
表 3 キャリア教育の効果別論文数 
キャリア教育の効果 論文数（のべ） 年代 
能力 9 2012, 2013, 2016, 2017, 2018 
学習意欲 7 2004, 2012, 2013, 2015, 2018 
自己理解 6 2003, 2010, 2015, 2016 
キャリア意識 6 2002, 2012, 2015, 2017, 2018 
職業観・勤労観 5 2012, 2013, 2015, 2016, 2018 













表 4 研究手法 
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調査は 1 つないし複数の高校を対象としたものではなく，4 件中 1 件は首都圏，3 件は全
国規模の調査であり，サンプル数が多い調査の結果を分析している点も特徴的である。 
 
表 5 卒業後に与える効果・影響を分析した論文 

















































＋質的調査 [3]質的調査[1-1] [1-2] [1-3] 













(60%)   
工学系 3 2 (67%)   
1 
(33%)  
経済学系 2   2(2) (100%)   
心理学系 1   1 (100%)   
























の増加，若年者の早期離職傾向などの若年者の雇用問題があった。1999 年から 2006 年ま
では，主に「学校教育と職業生活との接続」に課題があるとして，「職業観・勤労観」の育
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前節の 3 で，学問分野ごとの研究手法を表にまとめたが（表 6），ここでは，学問分野に
よって研究課題や研究手法がどのように異なるのかを考察する。まず，卒業後の影響を研
究課題とした論文 4 件に着目したい。「教育学・教科教育系」に分類した 1 件の論文に関





















文 26 件を整理し検討した結果，以下の 3 点が明らかになった。①高校卒業後の就業や就
職の状況に与える影響について分析した研究は少ない（4 件）ということ，②その 4 件の
研究手法は定量的なデータ分析が主であるということ，③レビュー対象とした研究の多く
は，純粋にキャリア教育の効果を分析したと言えるためには課題があるということである。 
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表 10  高校卒業前の影響に関する論文 16〜19 
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表 11  高校卒業前の影響に関する論文 20〜23 
 
  

































































































































































表 12  高校卒業後の影響に関する論文 
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表 12  高校卒業後の影響に関する論文 
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